
令和６年度の決算がまとまりました

　税収や地方交付税などの経常的な収入が、人
件費・扶助費・公債費などの経常的な経費にど
の程度充てられたかを表す比率です。この比率
が低いほど財政構造に弾力性があるとされてい
ます。
　令和６年度は、前年度に比べて0.3ポイント増
加し、86.9％となりました。

　市町村の財政状況を分析するものとして、経常
収支比率、財政力指数、健全化判断比率（４指標）
があります。
　本市は、経常収支比率が前年度よりわずかに増
加し、財政力指数はわずかに下がったものの、財
政力は安定しています。
　健全化判断比率（４指標）は、いずれも法律の
基準を下回っており、健全な数値となっています。

　財政の健全性を計るための指標です。「地方公
共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、
平成19年度決算から公表が義務付けられました。
各指標には早期健全化基準と財政再生基準が設定
され、基準値を超えた場合には、早期健全化計画、
財政再生計画などを策定し、自主的、または国の
管理下での健全化を図ることが求められます。

　標準的な市政を運営していくために必要な経費
に対する、標準的に見込まれる税収など（一定の
方式で計算した額）の割合の、過去３年間の平均
数値です。この数値が「１」に近いほど自主財源
に余裕があり財政基盤が強いとされています。
　令和６年度は0.77で、前年度に比べ0.01ポイン
ト下がったものの、財政力は安定しているといえ
ます。

●問い合わせ先　財政課財政担当　☎（580）1821

指数で見る大野城市の財政状況指数で見る大野城市の財政状況

経常収支比率と財政力指数の推移
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連結実質赤字比率
　地方公共団体の全ての会計の実質赤字額の、標
準財政規模に対する割合です。この比率が一定以
上の団体は、赤字の会計が存在し、その団体の財
政運営が問題となっていることを表します。
　本市は黒字で、連結実質赤字額はありません。

実質赤字比率　
　普通会計の実質赤字額の、地方公共団体の一般
財源の標準的な規模を表す「標準財政規模」に対
する割合です。この比率が高いほど累積赤字が多
いことを示します。
　本市は黒字で、実質赤字額はありません。

実質公債費比率　
　公債費の財政負担を示す指標で、普通会計に
公営事業会計、一部事務組合を含めた公債費
が、標準財政規模を基本とした額に対する割
合です。
　令和６年度は2.3％で、前年度に比べて0.4
ポイント減少しており、早期健全化基準の25
％を大きく下回っています。

将来負担比率　
　将来的に負担しなければならない実質的な負
債の額の、標準財政規模を基本とした額に対す
る割合です。この比率が高いほど将来の負担額
が大きいということになります。
　本市は、将来負担額よりも基金や後年度に交
付される地方交付税などが多いため、将来負担
比率は算定されません。
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※本市では、実質赤字額・連結実質赤字額はなく、将来
負担比率も算定されないため、「－」で表記しています。
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営業
　令和６年度の水道事業では、年間有収水量851万
8228㎥（前年度比1.14％増）を各家庭や企業に給水
し、料金収入は、16億7592万４千円でした。
　最大配水日は12月22日で、１日当たり２万7414
㎥（前年度比0.18％減）を配水しました。

建設改良
　水道管の老朽化に伴う事故などを防止するため、「緑
ケ丘二・四丁目地内配水管改良工事」や「下大利・南ヶ
丘線配水管改良工事」などを行いました。また、維持
管理や将来的な更新費用を削減し、水道事業の効率化
を図るため、「南部統合配水池整備工事」や「瓦田浄
水場中央監視施設外改良工事」などを行いました。

営業
　令和６年度の下水道事業では、922万1706㎥（前
年度比1.07％増）の下水道使用により、使用料収入
は14億7544万２千円でした。
　令和６年度末の整備済面積は1470ヘクタール
（ha）となり（計画面積1532 haに対して96.0％）、
また、人口普及率は99.9％に達しています。

建設改良
　汚水施設の老朽化に伴う事故などを防止するため、
「牛頸西処理分区外汚水管渠改築工事」や「大野東処
理分区外汚水管調査業務」などを行いました。また、
浸水対策や施設規模の精査・検討のため、「大野城市
雨水管理総合計画基本検討業務」などを行いました。

※令和５年度に物価高騰支援策として、下水道使用料
基本料金を免除（８カ月）し、令和６年度は免除し
なかったため、料金収入が大幅に増となっています。

◇収益的収支とは、経営活動に伴い発生した当年度の水道・下水道事業の収支のことです。資本的収支とは、
将来の経営活動に備えて行う建設改良事業などの収支を表しています。
◇収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの表示です。
◇資本的収支の不足分は、減価償却費などを賄う給水収益による現金(損益勘定留保資金)などで補てんしました。
◇損益計算書や貸借対照表などの財務諸表は、市ホームページに掲載しています。

●問い合わせ先　企業総務課　☎（580）1933

業務量

収支

給水人口

事項 令和６年度

区分 収入（Ａ） 支出（Ｂ） 差引
（Ａ－Ｂ）

増減率

給水戸数

料金収入

人口普及率

年間
総配水量
１人１日
当たり配水量
年間
有収水量

１日最大
配水量

0.29％

1.24％

－      

10万1746人

４万6872戸

98.72％

▲0.05％886万9095㎥887万3266㎥

▲0.08％238.8㍑

1.14％851万8228㎥

▲0.18％２万7414㎥
(12月22日)

収益的
収支

17億3066万
７千円

５億2057万
１千円

22億5123万
８千円

資本的
収支

13億5311万円 ▲７億4098万
３千円

６億1212万
７千円

収支

区分 収入（Ａ） 支出（Ｂ） 差引
（Ａ－Ｂ）

収益的
収支

18億4083万
９千円 ２億4713万円20億8796万

９千円
資本的
収支

11億482万
５千円

▲８億4755万
４千円

２億5727万
１千円

1.30％16億7592万
４千円

令和５年度

10万1455人

４万6297戸

98.67％

239.0㍑

842万2597㎥

２万7463㎥
（１月８日）

16億5448万
８千円

業務量

整備済面積

事項 令和６年度 増減率

水洗化済人口

料金収入

水洗化戸数

22.43％14億7544万
２千円

人口普及率

年間
有収水量 1.07％922万1706㎥

水道事業会計 下水道事業会計

0.07％

0.26％

1.23％

－      

1470ha

10万2852人

４万7356戸

99.9％

令和５年度

12億512万
２千円

912万3851㎥

1469ha

10万2589人

４万6781戸

99.9％
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